
第76回 税理士試験

※問題・答案用紙は国税庁ホームページにてご確認ください。

国税徴収法
解答・合格ラインの読み

本解答は令和 8 年 8 月 7 日 16 時に学校法人大原学園が独自に作成したもので、
予告なしに内容を変更する場合があります。また、本解答は学校法人大原学園
が独自の見解で作成/提供しており、試験機関による本試験の結果等について保
証するものではありません。本解答の著作権は学校法人大原学園に帰属します。
無断転用・転載を禁じます。



資格の大原 本文中無断転載禁 

本試験模範解答                            国税徴収法 

 

〔第一問〕－40 点－ 

問１ （20点） 

問１(1)  （10点） 

徴収職員は、滞納処分のため滞納者の財産を調査する必要があるときは、その必要と認めら

れる範囲内において、次に掲げる者に質問し、その者の財産に関する帳簿書類（電磁的記録を

含む。）その他の物件を検査し、又はその物件（その写しを含む。）の提示若しくは提出を求め

ることができる。 

(1) 滞納者 

(2) 滞納者の財産を占有する第三者及びこれを占有していると認めるに足りる相当の理由が

ある第三者 

(3) 滞納者に対し債権若しくは債務があった、若しくはあると認めるに足りる相当の理由が

ある者又は滞納者から財産を取得したと認めるに足りる相当の理由がある者 

(4) 滞納者が株主又は出資者である法人 

 

問１(2)  （10点） 

（納税の猶予との関係） 

税務署長等は、納税の猶予をした場合において、その猶予に係る国税につき既に滞納処分

により差し押さえた財産があるときは、猶予を受けた者の申請に基づき、その差押えを解除す

ることができる。 

（換価の猶予との関係） 

税務署長は、換価の猶予をする場合において、必要があると認めるときは、差押えにより滞

納者の事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれがある財産の差押えを解除することがで

きる。 

（滞納処分の停止との関係） 

生活を著しく窮迫させるおそれがあることにより滞納処分の執行を停止した場合において、

その停止に係る国税について差し押さえた財産があるときは、その差押えを解除しなければな

らない。 
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資格の大原 本文中無断転載禁 

問２ （20点） 

問２(1)   （５点） 

租税の存在が明らかとなる時期を意味し、国税と質権等の被担保債権との調整において、そ

の優先順位を定める判断基準日のことをいう。 

 

問２(2)   （15点） 

申告所得税①：200万円 

申告所得税②：100万円 

（理由） 

〔1〕概 要 

申告所得税①は甲不動産から徴収することができる。 

〔2〕根 拠（法定納期限等以前に設定された抵当権の優先） 

本問の場合には、抵当権Ｃ（設定登記 令和５年８月１日）は、申告所得税①の法定納

期限等（修正申告書を提出した日 令和６年９月 日）以前に設定されているため、申告

所得税①に優先する。 

〔3〕配当順位及び配当金額 

上記〔2〕により、次のようになる。 

第１順位 抵当権Ｃの被担保債権 300万円 

第２順位 申告所得税①     200万円 

合 計   500万円 

 

〔1〕概 要 

申告所得税②は乙不動産から徴収することができる。 

〔2〕相続等があった場合の滞納処分の効力 

(1) 滞納者の死亡等の前に行われた滞納処分  

滞納者Ｂの乙不動産について令和７年７月１日に差押えを執行した後、令和７年11月

１日に滞納者Ｂが死亡しているため、差押えを解除せず、滞納処分を続行することがで

きる 

〔3〕根 拠（法定納期限等以前に設定された抵当権の優先） 

本問の場合には、抵当権 （設定登記 令和６年10月１日）は、申告所得税②の法定納

期限等（令和７年３月15日）以前に設定されているため、申告所得税②に優先する。 

〔4〕配当順位及び配当金額 

上記〔3〕により、次のようになる。 

第１順位 抵当権 の被担保債権 200万円 

第２順位 申告所得税②     100万円 

合 計   300万円 
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資格の大原 本文中無断転載禁 

 〔第二問〕－60 点－ 

問１（40点） 

〔1〕徴収方途  （10点） 

(1) 取引先Ｉ 

滞納者Ｚ社は、取引先Ｉに対して丙土地を著しい低額で譲渡しているため、無償又

は著しい低額の譲受人等の第二次納税義務を追及する。 

(2) 無限責任社員Ｅ及びＦ 

無限責任社員である社員Ｅ及び社員Ｆに対して合名会社等の社員の第二次納税義務

を追及する。 

なお、令和６年５月31日に退社登記している社員Ｆについては、その退社前に成立

（令和５年６月30日までに成立）している国税①について第二次納税義務を負うが、

退社後に成立（令和７年６月30日までに成立）した国税②については第二次納税義務

は負わない。 

ただし、社員Ｆに対して合名会社等の社員の第二次納税義務を追及するためには、

その退社の登記をした後２年以内（令和８年５月31日まで）に納付通知書による告知

又はその予告をしなければならない 

〔2〕無償又は著しい低額の譲受人等の第二次納税義務  （20点） 

(1) 成立要件 

次のすべてに該当するため成立する。 

① 滞納者Ｚ社が売却時の価額300万円の丙土地を取引先Ｉへ100万で譲渡を行っているこ

とから、著しく低い額の対価による譲渡に該当する。 

② 丙土地の譲渡（令和７年４月20日）は、滞納者Ｚ社の滞納国税①の法定納期限（令和

５年８月31日）及び滞納国税②の法定納期限（令和７年８月31日）の１年前の日以後の

譲渡に該当する。 

③ 滞納者Ｚ社は滞納国税の全額を徴収できるような財産を取得していないと認められる

ことから、滞納処分を執行してもなお徴収すべき額に不足すると認められること 

④ ③の国税に不足すると認められることが、①の処分に基因すると認められること 

(2) 徴収できる範囲 

徴収できる範囲は、滞納者Ｚ社の滞納国税①②の全額450万円（150万円＋300万円）であ

るが、取引先Ｉは滞納者Ｚ社の親族その他の特殊関係者に該当しないことから、この処分

により受けた利益が現に存する額185万円（300万円－100万円－15万円）を限度とする。 

無償譲渡等の処分により、滞納者から受けた利益が金銭以外のものである場合には、

「利益が現に存する限度」の額は、納付通知書を発する時の現況による受けたものの価額

を基に算定する。ただし、その額が、「受けた利益」の額を超える場合には、その受けた利

益の額を限度とする。 
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資格の大原 本文中無断転載禁 

〔3〕合名会社等の社員の第二次納税義務  （10点） 

(1) 成立要件 

次のすべてに該当するため成立する。 

① 合資会社である滞納者Ｚ社が国税①②を滞納したこと 

② 滞納者Ｚ社は滞納国税の全額を徴収できるような財産を取得していないと認められる

ことから滞納処分を執行してもなお徴収すべき額に不足すると認められること 

(2) 徴収できる範囲 

徴収できる範囲は、無限責任社員Ｅについて、滞納者Ｚ社の滞納国税①②の全額450万

円（150万円＋300万円）である。 

なお、無限責任社員Ｆについては滞納者Ｚ社の滞納国税①の全額150万円であり、無限責

任社員が二人以上いるため、連帯してその責めを負う 

 

問２（20点） 

〔1〕清算人等の第二次納税義務 

(1) 追及の可否 

清算人等の第二次納税義務は、無限責任社員Ｅについては、合名会社等の社員の第二次

納税義務の規定の適用を受ける者であるため追及できないが、清算人である有限責任社員

Ｇ及び残余財産の分配を受けた者である有限責任社員Ｈについては追及できる。 

(2) 成立要件 

次のすべてに該当するため成立する。 

① 法人であるＺ社が解散した場合において、そのＺ社が納付すべき国税①②を納付しな

いで残余財産の分配をしたこと 

② 滞納者Ｚ社に滞納処分を執行できる財産はないことから、滞納処分を執行してもなお

徴収すべき額に不足すると認められること 

〔2〕徴収できる範囲 

徴収できる範囲は、Ｚ社の滞納国税①②200万円の全額であるが、清算人Ｇついては、分

配をした財産の価額60万円（50万円＋10万円）、残余財産の分配を受けた者Ｈについては、

その受けた財産の価額25万円（15万円＋10万円）を限度とする。 
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資格の大原 本文中無断転載禁 

□合格ラインの読み□ 

本年度の試験は、〔第一問〕40点、〔第二問〕60点の配点でした。 

一部解答しにくい出題はありましたが、全体的にはしっかり解答できた方が多いものと予想されます。 

 

〔第一問〕 

問１(1) 質問及び検査は、しっかりと解答できていた方が多いと思われます。 

よって、９点（10点満点）は得点してほしい問題でした。 

問１(2) 納税の緩和措置と差押解除との関係は、しっかりと解答できていた方が多いと思われます。   

よって、９点（10点満点）は得点してほしい問題でした。 

問２(1) 法定納期限等の意義は、しっかりと解答できていた方が多いと思われます。 

よって、４点（５点満点）は得点してほしい問題でした。 

問２(2) 甲不動産及び乙不動産の配当計算については、解答できていた方が多いと思われますが、相続等があった

場合の滞納処分の効力は、解答できなかった方が多かったと思われます。  

よって、 点（15点満点）は得点してほしい問題でした。 

 

〔第二問〕 

問１ 〔１〕の徴収方途について、取引先Ｉに対して無償又は著しい低額の譲受人等の第二次納税義務、社員Ｅ及び

社員Ｆに対して合名会社等の社員の第二次納税義務を追及する結論は、しっかりと解答できていたと思われます

が、社員Ｆの退社に関する記述は、解答できなかった方が多かったと思われます。 

よって、６点（10点満点）は得点してほしい問題でした。 

問１ 〔２〕の無償又は著しい低額の譲受人等の第二次納税義務の成立要件は、しっかり解答できた方が多いと思わ

れますが、徴収できる金額については価額の値上がりについての判断やその根拠の解答は難易度が高く、解答で

きた方は少ないと思われます。 

よって、15点（20点満点）は得点してほしい問題でした。 

問１ 〔３〕の合名会社等の社員の第二次納税義務については、成立要件及び徴収できる範囲ともに、しっかり解答

できた方が多いと思われます。 

よって、８点（10点満点）は得点してほしい問題でした。 

問２ 清算人等の第二次納税義務については、追及の可否、成立要件及び徴収できる範囲ともに、しっかり解答でき

た方が多いと思われます。 

よって、17点（20点満点）は得点してほしい問題でした。 

 

 

総合して、ボーダーラインは72点、合格確実ラインは80点前後になると予想されます。 
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・本試験で大原の合格確実ラインを超えている方
・本試験で大原のボーダーラインを超えており、か
つ、直前答練で概ね上位6割以内に入っている方

いずれか
YES
→

次科目の学習をお勧めします。

↓ＮＯ

・直前答練で概ね上位6割以内に入っている方
YES
→

次科目の学習をお勧めしますが、不安のあ
る方は、併せて初学者一発合格コースの受
講をお勧めします。

↓ＮＯ

初学者一発合格コースを受講して、年内から万全の
準備をしておくことをお勧めします。

【国税徴収法】
学習経験者のための科目・コース選択ツール

税理士試験に早期合格するためには適正な科目、コース選択が非常に重要となります。本試験の出来及び皆さんの学習状
況を踏まえた上で９月からの受講科目、受講コースをご検討ください。
なお、個々の学習状況、学習環境に応じた受講相談も承っておりますので担当講師などにお気軽にご相談ください。
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国税徴収法 コース紹介 

９月開講【初学者一発合格コース】 講義回数：４１回（週１回） 

                （講義時間： ２時間３０分、第３３講より３時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国税徴収法を学習され、本試験を受験された方であっても、本試験での出来具合や、前年度の学習状況に

よっては、９月から初学者一発合格コースでの学習を始めることが合格への近道となります。 

初学者一発合格コースは、年内の４ヶ月で基礎項目及び重要論点の１回転学習を行い、１月からの初学者

短期合格コースに合流するコースです。 

９月から学習を始めることで、早めに理論対策に取り組めるため、１月から２回転目の学習をすることに 

より理解度が高められるという利点があります。 

ボリュームの少なさから、学習が疎かになりがちな科目ですので、学習計画を上手く立てられずに試験を

迎えてしまったような方には、年内からの基礎一巡が年明けの学習負担の軽減に大きく役立ちますので、学

習不足を感じた方や理論対策に苦労された方で確実に学習項目の定着を図りたい方は、９月からの初学者一

発合格コースの受講をお勧めします。 
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